
地域分析実務を身につけた人材育成による
調査環境改善事業 

大阪府総務部統計課情報企画グループ 

平成30年9月11日（火曜日） 大阪府地域分析研修会 
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１ 地方創生をめぐる現状認識 
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 全国の出生数・出生率は、昭和40年代半ばから長期的に減少傾向。 
 平成28年は出生数が100万人を切り、平成29年は約95万人。 

データ出所：平成29年（2017）人口動態統計月報年計（概数）の概況／厚生労働省 
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大阪府 年齢階級別人口推移
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平成27年国勢調
査では、調査開始
以来、初めての人
口減少 （人） 

データ出所：RESAS（人口増減） 
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データ出所：RESAS（人口の社会増減） 

大阪府 地域ブロック別純移動数 

東京圏への
一極集中 
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人口減少の現状 
 日本の総人口は依然として減少。大阪府及び府内市町村で同
様の傾向。 
 

東京一極集中の傾向 
 地方大都市から東京圏へ転入超過。しかしながら東京都の合
計特殊出生率は47都道府県で最低の1.21 
（平成29年値。全国値1.43／大阪府1.35） 
 

⇒ 人口減少に歯止めをかけるためには、概ね合計特殊出生率
2.1が必要。しかしながら、人口が最も集まる東京圏において出生
率が最低。人口の自然減少に拍車がかかっている。 
 

⇒ 地方自治体ごとの人口増加施策は緊急の課題！ 

資料：平成29年（2017）人口動態統計月報（概数）／厚生労働省、日本の将来人口推計（H30.3.31）／国立社会
保障・人口問題研究所、地方創生の動向と展望について（H30.8.30）／内閣官房まち・ひと・しごと創生本部 



２ 国の動き 
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 日本の人口の現状と将来の姿を示し、今後目指すべき将来の方向を提示する「ま
ち・ひと・しごと創生長期ビジョン（長期ビジョン）」及びこれを実現するため、今後5か年
の目標や施策や基本的な方向を提示する「まち・ひと・しごと創生総合戦略（総合戦
略）」がとりまとめられました。 

○ まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成26年12月27日閣議決定） 

出典：まち・ひと・しごと創生法、首相官邸HP地方創生、閣副第979号（平成26年12月27日）通知別紙 

○ 地方版総合戦略 

 各地方公共団体においては、国の長期ビジョン及び国の総合戦略を勘案しつつ、当
該地方公共団体における人口の現状と将来の展望を提示する地方人口ビジョンを策
定し、これを踏まえて、今後5か年の目標や施策の基本的方向、具体的な施策をまと
めた「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「市町村まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を策定していただきたい。 

◎ 国の目標 
 人口減少は避けられない！地域の強みを生かした施策の展開により、地方
での人口の自然増加を促進。 

  ⇒ 2060年時点で総人口１億人の維持を目指す！ 



３ 地域分析の必要性 
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 地方版総合戦略は、各地方公共団体自らが、客観的な分析に基づいてそ
の課題を把握し、地域ごとの「処方せん」を示すものである。したがって、地方
版総合戦略は、各地方公共団体が自主性・主体性を発揮し、地域の実情に
沿った地域性のあるものとすることが重要である。 

出典：閣副第979号（平成26年12月27日）通知別紙 

自治体職員による地域分析が必要 
 
しかし、どのような分析を行う必要があるか、ベンチマークとなる考え方が分からない･･･。 
 
 
そもそも･･･ 
 総合戦略は別の部署が考えるので、自分たちは関係ない･･･？ 
 有識者と連携しているので、詳しい分析手法まで知る必要がない･･･？   



人口の減少 
働き手の減少 
子どもの減少 

市場・まちへの影響 
市場の衰退、 

「まち」の魅力衰退 

企業活動への影響 
企業の販路限定化、

投資の減少 

雇用への影響 
従業員（住民） 
の所得の減少、 
消費の減少 

政策への影響 
税収の減少、 
政策の限定化 

負のスパイラル！ 

関係の無い部署は無い！人口の流出は、地域全体へ負のスパイラ
ルをもたらす。人口の課題把握は、どんな施策展開にも必要！ 

行政が解決すべき課題 
（まち・ひと・しごと創生
総合戦略／内閣官房） 

３ 地域分析の必要性 

社会保障の持続不
可能、高齢者の医
療・介護の確保･･ 

若者雇用者の東
京圏への集中、
学生のUIJターン
成されず･･ 
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○ 目的 
 地域分析の成果を広く一般に普及することで、統計調査環境の改善を図る。 
 
○ 背景 
 調査環境の厳しさが増している（オートロックや単身世帯の増加、プライバ
シー意識の高まり） 

 ⇒ 府民の皆様に統計の必要性に対する理解を深めていただき、調査へ協
力していただける環境を整えたい。 
 （１） 統計教育の拡充 
 （２） 地域分析実務の普及 
 

 
 
（その他背景）  
 EBPM（証拠に基づく政策立案）普及、統計データのオープンデータ化に向けた環境
整備等、国で進められている （統計改革推進会議、官民データ活用推進計画） 

（２） について、「地域分析実務を身につけた人材育成による調査環境整備」事業とし
て推進（平成２８年度に国にて開始） 
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（平成28年4月 全国統計主幹課長会議） 
総務省政策統括官（統計基準担当）作成資料 抜粋 



事業イメージ 
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地域分析 

伝達 

市町村職員による作業 

有識者や大学と連携し、 
地域の課題を分析 

（総務省） （大阪府） 

助言･指導 
・情報交換 

経過・ 
アイデア報告 

調査環境の改善 

分析結果の発信 

地方創生等のまちづくりに反映 

http://3.bp.blogspot.com/-PuyN3T22kew/VwdI30jgV0I/AAAAAAAA5mY/ZHt079CgwF4g6xrSXs9f4VjpMeQnYaNjw/s800/job_teacher_woman.png


５ 平成29年度の大阪府の取組み 
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市区町村 分析の主旨等 

大阪市西淀川区 全国的に少子高齢化、人口減少となる中、西淀川区においても同様の傾向と
なっている。産業については、製造業が主な基盤産業であるが、近年事業者
数が減少傾向など人口・産業の構造が大きく転換をむかえている。変化に伴
い生じる公共課題に対応するためには統計データに基づいた現状把握が必要
であることから、人口・産業の各統計を用いた地域分析を行う。 

堺市 地方創生において、人口減少の克服や、地域経済の持続的な成長が目標とさ
れている。堺市でも地方創生を考察するにあたり合理的な意思決定が求めら
れている。今回はＲＥＳＡＳ、e-stat、統計ダッシュボード等を活用し、人
口と産業の分野から堺市の現状分析を試みた。 

高槻市 高槻市の人口は、緩やかに減少している。今後は人口に占める老年人口の割
合が急激に上昇すると見込まれ、更に少子高齢化が進んでいくと考えられる。
高槻市がなぜ減少傾向なのか、地域によって人口の増減にどのような傾向が
あるのか等、ＲＥＳＡＳやe-stat等を利活用し分析を行う。 

貝塚市 貝塚市では、少子化が進む中で公立の幼稚園、認定こども園、また小学校等
を今後どのように運営していくのか、より精度の高い分析を基に検討する必
要がある。また今後の学校運営計画に基づいた学校施設管理計画が必要であ
り、計画策定のために、統計データに基づいた現状把握を行う。 

※ 詳細は西淀川区、堺市、高槻市、貝塚市各HPをご覧ください 

出典：大阪府HP 市区町村職員による地域分析研究の成果を発表します！ 
http://www.pref.osaka.lg.jp/toukei/top/local_economy_bunnse.html 



事例）大阪市西淀川区による分析 
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想定課題：産業構造の変化が人口に与える影響を知りたい 

出典：大阪市西淀川区地域分析報告書（H30.3）  
http://www.city.osaka.lg.jp/nishiyodogawa/page/0000430467.html 
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想定課題：産業構造の変化が人口に与える影響を知りたい 

出典：大阪市西淀川区地域分析報告書（H30.3）  
http://www.city.osaka.lg.jp/nishiyodogawa/page/0000430467.html 



事例）堺市による分析 
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想定課題：区ごとの人口・産業の状況を可視化したい 

出典：データで見る堺市の人口と産業（H30.3） 
http://www.city.sakai.lg.jp/shisei/tokei/tiikibunnseki.html 
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想定課題：区ごとの人口・産業の状況を可視化したい 

出典：データで見る堺市の人口と産業（H30.3） 
http://www.city.sakai.lg.jp/shisei/tokei/tiikibunnseki.html 



事例）高槻市による分析 
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想定課題：近隣市と比較し、人口の移動要因を知りたい 

出典：高槻市 地域分析（H30.3） 
http://www.city.takatsuki.osaka.jp/kakuka/soumu/somu/toukaijouhou/chiikibunseki.html 
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想定課題：近隣市と比較し、人口の移動要因を知りたい 

出典：高槻市 地域分析（H30.3） 
http://www.city.takatsuki.osaka.jp/kakuka/soumu/somu/toukaijouhou/chiikibunseki.html 



事例）貝塚市による分析 
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想定課題：小学校の校区別人口推移を検証したい 

出典：貝塚市の人口分析について（H30.2） 
http://www.city.kaizuka.lg.jp/kakuka/soumu/jinji/menu/kenkyukai_tiikibunseki.html 



事例）貝塚市による分析 
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想定課題：小学校の校区別人口推移を検証したい 

出典：貝塚市の人口分析について（H30.2） 
http://www.city.kaizuka.lg.jp/kakuka/soumu/jinji/menu/kenkyukai_tiikibunseki.html 



６ 平成30年度の体制 
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 市町村向け地域分析研修会を開催。岡山大学大学院社会
文化科学研究科・経済学部 中村 良平先生を招聘。 

出典：総務省統計局HP 地域の産業・雇用創造チャート 
http://www.stat.go.jp/info/kouhou/chiiki/ 



参考）今後の研修会等の案内（予定） 
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研修会等 日程 内容 講師 会場 

大阪府立大学共
催セミナー 
「経営・政策決
定に生かすデー
タサイエンス」 

2018年10月16日 
（火曜日） 
18:00～20:00 
（受付開始
17：30） 

「計量経済学からはじ
まるデータサイエン
ス」 

鹿野  繁樹 氏 
（大阪府立大学現
代システム科学域
マネジメント学類 
准教授） 

I-siteな
んばC１
教室（南
海なんば
第1ビル
2階） 

大阪府立大学共
催研修 
「RESAS（地域
経済分析システ
ム）利活用研修
会」 

2018年11月14日  
（水曜日） 
15:00～17:00 
（受付開始
14：30） 

 

① RESAS（地域経済分
析システム）の見方・
使い方 
② RESASを活用した広
域における産業活性化
方策に関する調査研究 
 

① 湯浅 昌紀 氏 
（近畿経済産業局
地域経済分析シス
テム普及活用支援
調査員） 
② 王 秀芳 氏 
(（公財）堺都市
政策研究所主任研
究員・経済学博
士) 

I-siteな
んばC１
教室（南
海なんば
第1ビル
2階） 
 

※ 内容は変更になることも御座います。詳しくは大阪府総務部統計課までお問い合わせください。 
（担当：情報企画グループ 06-6210-9195） 


